
1. 緒　　　　　言

建設機械において環境負荷軽減を実現させる為に，フロ

ント部の軽量化すなわち高強度鋼活用による薄板化が要望

されている．しかし，高強度化の為の高張力鋼適用におい

ては，溶接継手部の疲労強度の低さなどの観点から高強度

鋼利用のメリットが見えにくい．また 600 MPa以上の高強

度鋼の溶接施工においては低温割れ発生への不安から予熱

が必要とされ，溶接施工管理上大きな障害が付加される．

近年，溶接継手部の疲労強度を抜本的に向上する手段と

して，室温近傍でマルテンサイト変態を生じるように成分

設計された低変態温度溶接材料が提案され，それを実証し

て示された1－8)．これは，低変態温度溶接材料により形成さ

れる溶接金属が，低温でマルテンサイト変態膨張すること

を活用して引張残留応力を軽減し，その結果として疲労強

度を向上させようとする新たな視点を与えるものであった．

一方，低温割れ抑止に関しては，拘束力（引張残留応力），

ミクロ組織，拡散性水素量が低温割れに影響する主要因子

であり，この一因子である引張残留応力を低減することに

よって低温割れの抑止が可能になるとの考えに基づき，低

変態温度溶接材料の適用による低温割れ抑止の可能性が検

討された9－17)．銭谷らは，y形割れ試験や H形割れ試験にお

いて，低変態温度溶接材料の低温割れ抑止に対する有効性

を検討し15－17)，その結果，完全な低温割れ抑止には，残留

オーステナイトの存在が不可避であることも明らかにし，

低変態温度溶接材料の新成分系を提案している18，19)．

このように高強度鋼溶接継手の疲労強度の向上や低温割

れ抑止に対して，低変態温度溶接材料が有効であることが

示されている．しかしながら，溶接構造物においては，継

手形状や構造的な拘束力が多種多様に考えられ，それらの

部位において低変態温度溶接材料の引張残留応力低減効果

が，どれだけ有効に発揮できるかは十分には明らかになっ

ていない．その為，低変態温度溶接材料の溶接構造物への
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適用においては，溶接構造物の各部位に応じた施工法が必

要であり，また，低変態温度溶接材料の引張残留応力低減

効果の有効性を事前に，かつ系統的に把握しておくことが

必要不可欠である．

そこで，低変態温度溶接材料の有効な施工法を明らかに

するためには，残留応力に及ぼす影響を可視化する技術基

盤を確立することが重要であると考えた．著者らは，レー

ザスペックル法や ESPI法などレーザ計測技術を活用した手

法を用いて，低変態温度溶接部の変態挙動を実測して明ら

かにすることを検討してきた20－23)．さらにこれらの結果の

一部と照合しながら，数値計算も実施し，残留応力を推定

してきた24)．しかし，定量的に残留応力を推定し，それら

を明快に示していくには，系統的な物性値やマルテンサイ

ト変態特性の理解とその対処法を考慮した数値解析法の開

発が不可欠であると考える．

本研究では，低変態温度溶接金属の物性値や機械的特性

値を各種温度で実測することで，それらの温度依存性を明

示するとともに，マルテンサイト変態特性も実測によって

明らかにすることを最初の目的とした．次にこれらの基盤

データを基に，数値解析を実施し，変態超塑性現象25，26)や

変態誘起現象の取り扱いが不可欠であることなど，低変態

温度溶接材料を取り扱う上でのポイントを明らかにするこ

とを目的とした．すなわち低変態温度溶接材料による溶接

継手の力学的メカニズムの把握を目指して検討を行った．

2. 低変態温度溶接金属の物性値について

低変態温度溶接材料を用いた溶接継手の残留応力特性を

数値解析によって定量的に評価する為，解析に用いる種々

の物性値の温度依存性を測定し，纏めた．

2.1 マルテンサイト変態開始温度と変態膨張量の取り扱い

Fig. 1は，本研究で対象とする A，B，R，O材料を Ni当

量-Cr当量マップ上にプロットしたものである．Table 1に

本研究で用いた低変態温度溶接材料の成分を示す．これら

のいずれの材料も溶解圧延して，板厚 4 mmと 10 mmに仕

上げた板材である．これらを TIGビードオンプレート溶接

し，その溶接金属を対象として各種機械的特性値や物性値

などを検討した．熱サイクル再現試験においては，溶接金

属部から溶接線方向に長さ 10 mmで，3 mm径の試験片を

採取し，熱サイクル再現試験装置（フォーマスター装置）

を用いて 100℃/sの加熱速度で 1350℃まで加熱後，20℃/s

の冷却速度で室温まで冷却したときの試験片長さ方向の収

縮挙動を計測した．なお，低変態温度溶接材料 Oは，村田

らや太田ら1－8)によって提案された低変態温度溶接材料と同

一成分である．

Fig. 2に，一例として低変態温度溶接材料 Aの熱サイク

ル再現試験時の冷却過程における収縮挙動を○印にて示し

た．一方，D. P. Koistinenら27)は，変態過程のマルテンサイ

ト変態率 fを (1) 式で表現できることを示している．そこで，

この式と線膨張係数による冷却時の収縮式 (2) にマルテン

サイト変態膨張を加算したときの収縮式 (3) を定義して，

Fig. 2の実測結果と照合することで，諸式の定数を求めた．

低変態温度溶接材料 Aでの照合結果は，Fig. 2に赤線に

て示した．このときフルオーステナイト組織の線膨張係数

γは 24×10－6/℃，フルマルテンサイト組織の線膨張係数

mは11.2×10－6/℃となり，変態に関わる定数 bは 0.0185，

変態膨張ひずみεmは，0.009となる．

f＝1－exp [－(b (Ms－T))] ・・・・・・・・・・・(1)

f：マルテンサイト変態率

Ms：マルテンサイト変態開始温度

T：温度（T≦Ms）

b：材料による定数
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Fig. 1 Target materials in Cr-Ni equivalent map

Table 1 Chemical composition of low transformation-temperature

material

Fig. 2 Dilatation curve of material A during cooling process



di+1＝di－(f･ m＋(1－f )･ γ)ΔT ・・・・・・・(2)

di：線膨張係数のみの収縮率

f：マルテンサイト変態率

m：マルテンサイトの線膨張係数

γ：オーステナイトの線膨張係数

ΔT：温度変化

Ei+1＝di+1＋εm･f ・・・・・・・・・・・・・・・(3)

di+1：線膨張係数のみの収縮率

f ：マルテンサイト変態率

Ei+1：変態膨張時における収縮率

εm：マルテンサイト変態膨張ひずみ

また，Ms点は 109℃と決定できた．この Ms点は，上記

の定義式において得られるもので，以降，Mscalcと表記する．

この値は実際の Ms点より低くなるが，解析においてはこ

の値を使用することによって上記変態膨張量を一元的に取

り扱うことができる．また室温 20℃でのマルテンサイト変

態率は 78%となり，残留オーステナイトが 22%と試算され

た．なお，X線回折により測定した残留γ量も約 20%であ

ることを確認している．なお，Msbは，収縮から膨張に変

わる遷移温度を表している．

一方，加熱時の逆変態挙動に関しても，マルテンサイト

からオーステナイトへの変態率 f’は D. P. Koistinenら27)の手

法で取り扱えると仮定して，(4) 式にて取り扱うこととした．

実測データと照合しながら，Ac1calc温度などを決定した．

f’＝1－exp[－(c (T－Ac1))] ・・・・・・・・・・(4)

f’：オーステナイト変態率

Ac1：オーステナイト変態開始温度

T：温度（T≧Ac1）

c：材料による定数

Table 2に各種低変態温度溶接材料の Ms点をはじめとし

た物性値を纏めて示す．

2.2 降伏応力，引張応力の温度依存性の取り扱い

低変態温度溶接材料 A，Bおよび Rについて，高周波加

熱制御により冷却過程時における各種温度に保持した炉中

で高温引張試験を実施した．なお，最高到達温度は 1,100℃

とした．Fig. 3は，冷却過程でのフルオーステナイト組織に

おける降伏応力と引張応力の温度依存性を示したものであ

る．温度変化に伴う低変態温度溶接材料 A，B，Rによる差

異はほとんど無く，本研究で取り扱う材料では，オーステ

ナイト組織での降伏強度および引張応力の温度依存性は一

義的に定義できると判断した．

次に低温域に至るとマルテンサイト変態を開始する．こ

のときの降伏強度と引張強度の確定が不可欠である．マル

テンサイトの変態率は (1) 式から算出することができる．

そこでマルテンサイト－オーステナイト二相組織における
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Fig. 3 Temperature dependence of yield stress and tensile stress

under cooling process

Fig. 4 Effect of retainedγon yield stress and tensile stress at

room temperature

Table 2 Some parameters on martensite transformation behavior 



強度の算定のために，組織割合と強度の関係について調べ

た結果を Fig. 4に示す．プロットしたデータは室温の値で

ある．オーステナイト量の増加とともに直線的に降伏強度

および引張強度が低下していることから，二相の組織割合

で強度が決まる（加算則が成立する）と考えられる．なお，

図中には○印にてオーステナイト系ステンレス（SUS308）

溶着金属のデータを参考としてプロットした*．また，本研

究では，この加算則が高温時においても成立すると仮定し

た．

次に，冷却時と同様の計測法によって，低変態温度溶接

材料 Aの加熱過程での降伏強度と引張強度の温度依存性を

調べ，Fig. 5の結果を得た．ただし，低変態温度溶接材料 A

は，室温 20℃では，(1) 式から 22%のオーステナイト組織

と 78%のマルテンサイト組織の二相組織と推定された．ま

た，各温度におけるオーステナイト-マルテンサイト二相組

織の強度は，フルオーステナイト組織の強度とフルマルテ

ンサイト組織の強度，並びにそれらの組織割合から加算則

に従って決定されると仮定した．フルオーステナイト組織

の強度は Fig. 3に示したとおり既知であるが，フルマルテ

ンサイト組織の強度は未定である．そこで，Fig. 5のオース

テナイト組織を 22%含む低変態温度溶接材料 Aの加熱過程

での強度結果は，加算則に従って得られた結果であるとし

て，フルマルテンサイト組織の場合の強度を推定した．そ

の結果を，Fig. 5中の細線（降伏強度）と細破線（引張強度）

で示した．Fig. 5で決定したフルマルテンサイト組織及び

Fig. 3で決定したフルオーステナイト組織の強度および (1)

式から得られるマルテンサイト変態率，および (4) 式から

得られるオーステナイト変態率を用いて，加算則により，

低変態温度溶接材料 Aの加熱過程および冷却過程時の降伏

強度の温度依存性を Fig. 6のように設定できた．

次に，塑性域における塑性加工係数（n値）の設定手法

について述べる．Fig. 4と同様に，室温データで，オーステ

ナイト量と引張強度時のひずみεSの関係を求めた図が Fig.

7 (a) である．ひずみはオーステナイトの組織割合と比例関

係になく，加算則が成立していない．そこで，引っ張り強

度時において，フルオーステナイト組織でのひずみεSAとフ

ルマルテンサイト組織でのひずみεSMからオーステナイト
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Fig. 5 Temperature dependence of yield stress and tensile stress

under heating process

Fig. 6 Temperature dependence of yield stress at material A 

Fig. 7 Strainε
S

in austenite and martensite microstructure material  

*SUS308材はδフェライトを約 10%強含んでいるが，本論文中で
は，フルγでの強度データの基準として取り扱った為，参考値と
してプロットした．



組織割合γRの二相組織状態でのひずみεSを実験式で示す

と， (5) 式で近似できる．

εS＝εSA/500*(exp (0.072γR)－1)＋εSM ・・・・・・(5)

εS：引張強度時のひずみ

εSA：フルオーステナイト組織における引張強度時の

ひずみ

εSM：フルマルテンサイト組織における引張強度時の

ひずみ

γR：オーステナイト組織の組織割合（%）

この関係が室温以外の高温時にも成立し，マルテンサイ

ト組織のひずみεSMは高温時も室温時と同じ 0.03一定と仮

定して取り扱った．また，オーステナイト組織のひずみεSA

の温度依存性は，Fig. 7 (b) の冷却過程における実測値（プ

ロット点）での赤破線で示し，本研究で取り扱う材料にお

いて共通と仮定する．このような仮定において，低変態温

度溶接材料 Aの冷却時のひずみεSは Fig. 7 (b) の実線のよ

うに決定することができる．

降伏点における応力とひずみ，および引張強度を示す点

における応力とひずみを真応力σT，真ひずみεTで表現して，

その間を両対数図上で直線近似した．その一例を Fig. 7 (c)

に示した．また，図中の○印及び●印は，それぞれ各温度

における降伏強度，引張強度を示している．

なお，熱伝導率及び比熱はレーザフラッシュ法にて，ヤン

グ率は超音波パルス法により，実測を行い，本研究において

対象とする材料についてはFig. 8のような共通の値を用いた．

3. 低変態温度溶接材料の溶接時における力学的挙動の数値解析

3.1 両端拘束試験における数値解析の検証

村田ら25，26)の研究において，冷却時の室温に近い低温で

マルテンサイト変態する場合には変態超塑性現象が起こる

ことを示唆している．そこでまず，マルテンサイト変態を

伴う材料の加熱，冷却時の力学的挙動を，再現熱サイクル

試験（フォーマスター試験）や静的引張試験によって第 2

章で決定した物性値にて熱弾塑性数値解析した場合の適用

性を評価する．

Fig. 9 (a) は，数値解析用両端拘束棒モデルの概略図であ

る．試験片は均一な温度分布を維持して，室温から 1200℃

まで加熱した後，室温まで冷却し，この場合のモデル中央

断面の中心点におけるモデル長手方向の応力（σx ）の履歴

を調べた．Fig. 9 (b) の実線は，数値解析の結果である．ま

た図中の○印は実験値1)である．マルテンサイト変態時の解

析結果と実測値とには大きな差異が見られる．このことは，

村田らが変態超塑性効果を示唆していることからも，解析

において変態超塑性を考慮することが必要であることを示

していると考えられる．

変態超塑性とは，変態中に生じる微小な力に対して過大

な伸びが生じる為，作用した力により生じた応力が緩和さ

れるという現象である．これは，マルテンサイト組織の隣

り合う組織同士が連携的にかつ等方的に正しく並んでいる

場合，力が作用すると，結晶内に多数のすべりや双晶変形

が生じ，その形状変化により応力が緩和される．このこと

は，相変態（マルテンサイト変態）が始まると，膨張挙動

により内部応力が高まった状態と等価であり，相変態時に
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Fig. 8 Temperature dependence of thermal conductivity, specific heat and Young's modulus

Fig. 9 Comparison with measured and calculated stresses in

rigid model test 



も上記と同じ現象が起こる．Leblond28－31)らは，ひずみεは，

(6) 式のように，①弾性ひずみ，②熱ひずみ，③塑性ひずみ，

④変態塑性ひずみの和で定義している．

ε＝εe＋εth＋εpc＋εtp ・・・・・・・・・・・・(6)

εe：弾性ひずみ

εpc：塑性ひずみ

εth：熱ひずみ

εtp：変態塑性ひずみ

(6) 式の変態塑性項における変態超塑性の設定を (7) 式のよ

うに定義している．

・・・・・・・・・(7)

また，式中の変態塑性係数 kは，(8) 式により表される．

・・・・・・・・・・・・・・・・(8)

ただし，λ：フェライト分率　σeq：混合相時の相当応力

σy：混合相時の降伏応力　Sij：ひずみ余剰分　σr
y：オース

テナイトの降伏応力

： ：非線形項

尚，上記 (7) 式中の非線形項は，上記ひずみにより生じ

る応力が，加算則を用いて計算されるオーステナイト－マ

ルテンサイト混合組織の降伏値の 1/2以上になると，(7) 式

内で有効となり，変態超塑性が表される．

Fig. 10は，Fig. 9の数値解析結果に対して変態超塑性を

考慮して数値解析し直した応力変化の結果である．解析結

果は，図中の赤丸の太田らの実験結果と良い一致を示して

おり，上記の変態超塑性の取り扱い方の妥当性を示してい

る．以後，変態超塑性効果を考慮して数値解析を実行する．

3.2 平板ビードオン溶接における数値解析の検証

実際の溶接時の力学的挙動と照合する為，Fig. 11に示す

ような板厚 4 mmの材料 Aを用いて，平板表面の 4点（緑

丸部）を板厚方向に拘束し，溶接電流 100 A，溶接速度

2 mm/sにて TIG溶接を行った．このときの溶接中の板裏面

の局所変位分布の変化過程は，レーザ干渉法（ESPI法）に

より実測し23)，溶接途上の温度履歴は，ビード周辺の 5ヶ

所に K熱電対を挿入して計測した．

この実験結果と照合するため，左右対称性を考慮したハ

ーフモデルを用いて，同一の溶接条件と拘束条件を用いて

数値解析を行った．Fig. 12に，冷却途上での各温度区間で
h eq

y

s

s

( )
( )

De r aÆ

th

2De

s
r a

y

r

Æ

th

˙ k Ln S h( ) ˙
ij

eq

y

e l
s

s
l

iJ

tp = - ◊ ◊ ◊ ◊3

2

溶 接 学 会 論 文 集 第 25 巻（2007）第 4 号 565

Fig. 10 Calculated stress in consideration with transformation

superplasticity 

Fig. 11 Welding specimen and welding conditions 

Fig. 12 Comparison of distribution of displacement vector (X-

direction) between measured and calculated results

Fig. 13 Comparison of martensite transformation behavior

between measured and calculated results



の ESPI法による変位変化の分布の実測結果と変態超塑性を

考慮した解析での変位変化の分布結果を示した．これらの

図において，赤色側では図右側（X軸正側）への変位を，

青色側は図左側（X軸負側）への変位を示している．すな

わち，溶接部がマルテンサイト変態膨張を開始した場合に

は，試験片右半分が赤色表示で，左側が青色表示となる．

Fig. 12から，実測結果は 140℃付近から変態膨張を開始

し，Mscalc点を 110℃とした計算結果とは明らかに差異を示

した．変態開始後の変態膨張挙動には温度的にはずれがあ

るものの，その変化傾向は実測状態をよく表している．Fig.

13は，Fig. 11と同一条件で表ビード中央点（○印）での冷

却過程のひずみ変化を，レーザスペックル法21)にて計測し

た結果（●印）と変態超塑性を考慮した計算結果（実線）

を照合したものである．Fig. 12での結果と同様で，145℃

から変態を開始しており，その後の変態膨張には温度のず

れはあるが，計算結果と実測結果の変態膨張挙動は概ね符

合していることがわかる．尚，温度のズレに関して，次節

で検討する．

3.3 変態誘起塑性への対応と計算結果

Fig. 14は，低変態温度溶接材料 Aを用いた熱サイクル再

現試験で，種々の冷却速度におけるMscalc点を算出したもの

である．冷却速度を大きく変化してもMscalc点はほとんど一

定であることがわかる．従って Fig. 12や Fig. 13における

Ms点の上昇は実溶接時の冷却速度に依存するものではな

い．

そこで，Ms点の上昇は，無負荷状態にある熱サイクル再

現試験におけるMscalc点 110℃に対して，応力場（負荷のあ

る状態）の存在する実溶接継手ではMscalc点は 140℃であり，

変態誘起現象が現れたものと考察した．

西山ら32)は，静的引張試験において，材料への荷重の変

化により，変態誘起塑性が起こることを示唆している．変

態誘起塑性とは，引張応力を加えた場合に Ms点が上昇す

る．Fig. 10の O材での両端拘束試験結果や村松らの B，R

材での実溶接時におけるレーザスペックル法によるひずみ

変化結果24)においても熱サイクル再現試験結果のMs点より

明らかに上昇していると判断できる．

そこで Aおよび B材において，負荷場（拘束負荷時ある

いは実溶接時）における Mscalc点21)をMsFとし，無負荷状態

の熱サイクル再現試験におけるMscalc点との差をΔMsとす

る．次に数値解析により各材料において，対象局部位置で

の MsF点に冷却されるまでのひずみと応力の積の積分値を

負荷による局所蓄積エネルギーとして算出し，ΔMsとの関

係を求め，その結果を Fig. 15に実線で示した．オーステナ

イトからマルテンサイト変態するために必要なエネルギー
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Fig. 14 Effect of cooling rate on Mscalc point in material A

Fig. 15 Relationship between Ms and internal energy

Fig. 16 Comparison of martensite transformation behavior

between measured and new calculated results



は自由エネルギーで算出されるが，外力による力学的エネ

ルギーがこの変態の駆動力に加担すると考えられる32)．そ

の加担に寄与するエネルギーが実線であるとした．しかし，

この関係は更に詳細な検討を要するが，本研究においては，

Fig. 15の関係が成り立つと仮定することで，数値解析する

ことを試みた．またフルオーステナイト状態以外のオース

テナイト－マルテンサイト二相組織の場合においてもオー

ステナイトが，このエネルギーに達する場合にはMscalc点の

上昇を考慮することとした．

数値解析においては，まず変態誘起塑性を考慮しない解

析を実施し，その解析結果から各要素の冷却過程における

局所蓄積エネルギーの変化を調べた．一例として Fig. 11の

A材での表ビード中央点（○印）における局所蓄積エネル

ギーの冷却に伴う変化を Fig. 15に破線で示した．図中の実

線が示すエネルギー量に達した温度（MsF点）においてマ

ルテンサイト変態を開始するとし，この要素のMscalc点を

MsF点に変更して，再度数値解析を実行する．これを二回

繰り返した．この結果を Fig. 16の実線で示した．Fig. 13の

場合での不一致結果に対して，Ms点，マルテンサイト変態

挙動共に，ほぼ一致する結果となり，溶接継手においては

変態誘起塑性を考慮しなければならないことがわかった．

Fig. 17に，Fig. 11の溶接での完全冷却時の溶接線に沿っ

た線上の残留応力分布を示す．変態超塑性および変態誘起

現象を考慮した場合の計算結果を (a) 図に実線で示した．ま

た，○および●印はひずみゲージによる応力弛緩法での実

測結果を示す24)．(b) 図は変態超塑性や変態誘起効果を考慮

しない場合での計算結果を参考に示した．これらの比較結

果から，○印のσXは，(a) 図の計算結果とよく一致してい

ることがわかる．一方，●印のσYは，若干の差が見られる

が，(b) 図の計算結果よりは (a) 図の計算結果において概ね

一致していると判断できた．

4. 結　　　　　言

低変態温度溶接材料の溶接時の変態挙動特性を計測と数

値解析から比較検討した結果，以下の知見を得た．

1）各種低変態温度溶接材料におけるマルテンサイト変態に

係わる変態膨張量，変態開始温度を再現熱サイクル試験

で実測して明らかにした．またオーステナイト，マルテ

ンサイト組織の機械的特性値の温度依存性を計測し，オ

ーステナイト－マルテンサイト二相組織での機械的特性

の温度依存性を推定した．

2）上記物性値や機械的特性値の温度依存性を考慮して，両

端固定モデル実験結果と数値解析結果を照合すると，室

温での応力分布に大差を生じた．数値解析に変態超塑性

効果を加えて実行した場合には，実測結果と良い一致を

示すことがわかった．

3）TIG溶接時の局部変位計測結果を基に，変態超塑性現象

を考慮した解析結果を照合すると，Ms点に差異が生じ

ることを見出した．この差は実溶接のような応力負荷場

での変態誘起現象に起因するものと考えた．局所蓄積エ

ネルギーと Ms点の上昇度を仮定して数値解析を行った

結果，実験結果と良い一致を示すことがわかった．

以上，継手や構造物における定量的評価を目的とした解

析を行う際には，変態超塑性や変態誘起塑性による影響が

重要で，これらの現象を考慮する必要があると結論づけら

れた．
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